
 

千葉市条例第  号 

千葉市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条

例 

（目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０３

条の規定に基づき、千葉市議会の議員（以下「議員」という。）に対

する議員報酬、費用弁償及び期末手当の額並びにその支給方法につい

て必要な事項を定めることを目的とする。 

（議員報酬の額） 

第２条 議員報酬の額は、次に掲げるとおりとする。 

（１）議長 月額 ９３０，０００円 

（２）副議長 月額 ８４０，０００円 

（３）議員（前２号に掲げる者を除く。 ） 月額 ７７０，０００円 

 （議員報酬の支給方法） 

第３条 議員報酬は、新たに議員になったときはその日から支給し、任

期満了、辞職、失職、除名又は議会の解散によりその職を離れたとき

はその日（死亡したときは、その月）まで支給する。ただし、任期満

了によって議員の職を離れた者が当該任期満了による選挙により再び

議員になったときは、引き続き在職するものとみなす。 

２ 前条各号に掲げる職の間に異動があったときは、その日から新たな

額の議員報酬を支給する。 

３ 前２項に定めるもののほか、議員報酬の支給方法は、一般職の職員

の給与の支給方法の例による。ただし、月の初日から支給するとき以

外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外のときは、その議員報

酬の額は、その月の現日数を基礎として、日割りによって計算する。 

（費用弁償） 

第４条 議員が公務のため旅行したときは、その費用弁償として、旅費

を支給する。 

２ 前項の旅費の種類及び額は、次に掲げるとおりとする。 

（１）車賃 １キロメートルにつき ３７円 

（２）日当 １日につき ３，８００円 

 



 

（３）宿泊料 １夜につき １６，５００円 

（４）食卓料 １夜につき ３，８００円 

３ 前項に定めるもののほか、第１項の旅費の種類、額及び支給方法に

ついては、特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例

（昭和３１年千葉市条例第１７号）第９条の規定を準用する。 

 （期末手当） 

第５条 ６月１日及び１２月１日（以下この条においてこれらの日を

「基準日」という。）にそれぞれ在職する議員に対しては、期末手当

を支給する。これらの基準日前１箇月以内に任期満了、辞職、失職、

除名、死亡又は議会の解散によりその職を離れた者についても、同様

とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場合において

は１００分の２１２．５、１２月に支給する場合においては１００分

の２３２．５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけ

るその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。この場合において、任期満了の日又は

議会の解散による任期終了の日に在職した議員で当該任期満了又は議

会の解散による選挙により再び議員となったものの受ける当該期末手

当に係る在職期間の計算については、これらの者は引き続き在職する

ものとみなす。 

（１）６箇月 １００分の１００ 

（２）５箇月以上６箇月未満 １００分の８０ 

（３）３箇月以上５箇月未満 １００分の６０ 

（４）３箇月未満 １００分の３０ 

３ 前項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（議員の職を離

れた者にあっては、その職を離れた日現在）において議員が受けるべ

き議員報酬の月額に当該額に１００分の２０を乗じて得た額を加算し

た額とする。 

４ 期末手当の支給方法は、一般職の職員の期末手当の支給方法の例に

よる。 

 



 

  （委任） 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、本則の規定及び次項の規定によ

る改正後の特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例

の規定は、平成２０年９月１日から適用する。 

（特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例の一部改

正） 

２ 特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例の一部を

次のように改正する。 

 第１条中「第２０３条第１項」を「第２０３条の２第１項」に、「、

同条第３項」を「及び同条第３項」に改め、「及び同条第４項の規定

に基づく期末手当」を削る。 

 第２条第１項第１号中「議会の議員、」を削り、「議員等」を「行

政委員会の委員等」に改める。 

 第３条第１項第１号中「議員等」を「行政委員会の委員等」に改め、

同条第２項中「、議会の議員に対しては期末手当を」、「、同条第４

項中「給料」とあるのは「給料又は報酬」と読み替え」、「及び議会

の議員」及び「、「給料」とあるのは「給料又は報酬」と」を削る。 

 第４条第１項及び第３項ただし書並びに第８条第１号中「議員等」

を「行政委員会の委員等」に改める。 

 別表第１中議会議長、議会副議長及び議会議員の項を削る。 

 別表第３中 

「    

 市長 

副市長 

議会議員 

教育委員

会の委員 

監査委員 

３７円 ３，８００円 １６，５００円 ３，８００円  

 



 

 固定資産

評価員 

選挙管理

委員会の

委員 

人事委員

会の委員 

農業委員

会の委員 

固定資産

評価審査

委員会の

委員 

      

 

を 

  」  

「    

 市長 

副市長 

教育委員

会の委員 

監査委員 

固定資産

評価員 

選挙管理

委員会の

委員 

人事委員

会の委員 

農業委員

会の委員 

固定資産 

３７円 ３，８００円 １６，５００円 ３，８００円   

 

 

 

 

 

 

 

 

に 



 

 評価審査

委員会の

委員 

      

  」  

改める。 

 （千葉市特別職報酬等審議会設置条例の一部改正） 

３ 千葉市特別職報酬等審議会設置条例（昭和４０年千葉市条例第４

号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「報酬」を「議員報酬」に改める。 

 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

議 案 説 明 

地方自治法の一部改正に伴い、議員報酬等の額及びその支給方法に

ついて必要な事項を定めるため、条例を制定しようとするものであり

ます。 

 


